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（百万円未満切捨て）

1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日）
(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 3,567 2.9 408 44.5 242 41.5 150 89.3
22年3月期 3,466 △5.6 282 48.0 171 △12.3 79 137.8
（注）包括利益 23年3月期 108百万円 （41.4％） 22年3月期 76百万円 （�％）

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利益
率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円銭 円銭 ％ ％ ％
23年3月期 5,892.31 � 4.2 4.7 11.4
22年3月期 3,096.76 � 2.2 3.2 8.2
（参考）持分法投資損益 23年3月期���百万円 22年3月期���百万円

(2) 連結財政状態
総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円銭
23年3月期 5,193 3,634 70.0 142,103.90
22年3月期 5,183 3,589 69.3 140,366.88
（参考）自己資本 23年3月期  3,634百万円 22年3月期  3,589百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円
23年3月期 166 △58 △193 1,130
22年3月期 113 △99 △15 1,228

2.  配当の状況
年間配当金 配当金総額

（合計）
配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円銭 円銭 円銭 円銭 円銭 百万円 ％ ％
22年3月期 � 0.00 � 2,500.00 2,500.00 63 80.7 1.8
23年3月期 � 0.00 � 2,500.00 2,500.00 63 42.4 1.8
24年3月期(予想) � 0.00 � 2,500.00 2,500.00 22.8

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日）
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円銭
第2四半期(累計) 1,940 6.8 250 35.9 250 614.3 140 129.5 5,474.52

通期 3,800 6.5 500 22.5 490 102.5 280 86.7 10,949.05



4.  その他
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無
新規 �社 （社名） 、 除外 �社 （社名）

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
①会計基準等の改正に伴う変更 ：無
②①以外の変更 ：無

(3) 発行済株式数（普通株式）
①期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 27,200 株 22年3月期 27,200 株
②期末自己株式数 23年3月期 1,627 株 22年3月期 1,627 株
③期中平均株式数 23年3月期 25,573 株 22年3月期 25,698 株

（参考）個別業績の概要

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日）
(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 3,492 2.4 329 △3.6 160 △30.0 19 △84.7
22年3月期 3,410 △5.7 342 0.1 228 △36.8 129 △36.1

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円銭 円銭
23年3月期 777.71 �
22年3月期 5,057.66 �

(2) 個別財政状態
総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円銭
23年3月期 5,200 3,904 75.1 152,677.81
22年3月期 5,337 3,947 73.9 154,353.18
（参考）自己資本 23年3月期  3,904百万円 22年3月期  3,947百万円

※監査手続の実施状況に関する表示
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表監査手続
は終了しておりません。

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料の記載されている業績見通し、予想等の将来に関する記述は、当社が入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいてお
り、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、決算短信【添付資料
】P．２「連結業績予想に関する定性情報」をご覧ください。
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(1）経営成績に関する分析 

①当期の経営成績 

  当連結会計年度におけるわが国経済は、景気は緩やかに持ち直しの動きが見られるものの年度末に発生した東日本

大震災により国内経済に及ぼす影響は計りきれず、先行きの影響は見通せない状況となっています。  

 当業界におきましては、介護施設、地域介護拠点の緊急整備の推進策が打ち出されており、各都道府県において計

画的な介護基盤の整備が推進されております。介護保険による車いすレンタル件数は、平成23年１月審査分で約54万

件（厚生労働省「介護給付費調査実態月報」）、前年当月比107.6％となっております。 

 このような事業環境の中、当社グループは、病院・介護施設等に対する大口物件の受注確保のための施策や主力製

品の販売促進キャンペーンを実施するなどの拡販に努めました。中国の生産子会社では、材料費の値上がりや人件費

高騰が懸念される中、仕入先の見直しや品質管理の強化、生産効率の向上に努めてまいりました。 

 以上の結果、当連結会計年度の売上高につきましては、3,567百万円（前期比2.9％増）となりました。営業利益に

つきましては、当社グループの生産拠点である中国において、生産合理化による生産量の増加並びに原価低減や費用

削減に努めた結果、408百万円（前期比44.5％増）となりました。また、経常利益につきましては、為替の変動によ

り当期において137百万円の為替差損が発生したため242百万円（前期比41.5％増）、当期純利益につきましては、

150百万円（前期比89.3％増）となりました。 

 セグメントの業績は、日本では売上高3,554百万円（前期比3.0％増）、セグメント利益326百万円（前期比2.4％

増）、中国では売上高1,122百万円（前期比9.0％増）、セグメント利益104百万円（前期はセグメント利益３百万

円）となりました。 

 当社グループの品目別売上高は下記のとおりであります。 

②次期の見通し 

  今後のわが国経済は、３月11日に発生した東日本大震災の影響により、雇用情勢や個人消費の低迷が懸念され、景

気の先行きについては一段の不透明感が増しております。 

 こうした環境の中、当社グループは、独自性のある福祉機器の開発に努めるほか、営業活動では引き続き病院・介

護施設等に対する大口物件の獲得、介護保険によるレンタル採用に向け新製品の提案などで営業基盤の強化に努めま

す。また、ＪＩＳ認証製品を追加していくことで、製品の更なる「安全・安心」を確保してまいります。 

 中国子会社では、本格的に中国市場への販売を進めるほか、引き続き生産効率を高め事業の拡大と収益性の確保を

図ってまいります。 

 平成24年３月期の連結業績予想（平成23年４月１日～平成24年３月31日）につきましては、新製品の販売促進並び

に中国子会社からの中国市場への販売により売上高3,800百万円、営業利益500百万円、経常利益490百万円、当期純

利益280百万円を予想しております。 

１．経営成績

   （百万円未満切捨て）

  

平成22年３月期 平成23年３月期 
対前年 
増減率 
（％） 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

標準車いす  1,762  50.8  1,892  53.0  7.3

特殊車いす  1,036  29.9  1,048  29.4  1.2

電動車いす  90  2.6  60  1.7  △32.8

その他福祉用品  445  12.9  447  12.6  0.4

その他  131  3.8  119  3.3  △9.3

合計  3,466  100.0  3,567  100.0  2.9



(2）財政状態に関する分析 

①資産、負債、純資産の状況 

 当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ10百万円増加し、5,193百万円（前期末比0.2％増）とな

りました。これは主に、売上債権及びたな卸資産が増加したことによるものです。 

 負債合計は前連結会計年度末に比べ33百万円減少し、1,559百万円（前期末比2.1％減）となりました。これは主に

長期借入金、短期借入金及び長期未払金が減少したことによるものであります。 

 純資産合計は、前連結会計年度末に比べ44百万円増加し、3,634百万円（前期末比1.2％増）となりました。これは

主に当期純利益の計上によるものであります。この結果、自己資本比率は前期末に比して0.7ポイント増加して

70.0％となりました。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ 97百万円

減少し1,130百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果獲得した資金は、166百万円（前連結会計年度は113百万円の獲得）となりました。これは、主に税

金等調整前当期純利益216百万円、役員退職慰労金の支払額56百万円及び法人税等の支払額53百万円によるものであ

ります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 投資活動の結果使用した資金は、58百万円（前連結会計年度は99百万円の使用）となりました。これは、主に定期

預金の純増額32百万円と、有形固定資産の取得による支出25百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）    

 財務活動の結果使用した資金は、193百万円（前連結会計年度は15百万円の使用）となりました。これは、主に長

期借入金及び短期借入金の返済による支出110百万円と、リース債務の返済による支出18百万円、配当金の支払額64

百万円によるものであります。  

 当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

・自己資本比率：自己資本／総資産 

・時価ベースでの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

・キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

・インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

（注）1. いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

2. 株式時価総額は、期末株式終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

3. 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを利

用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべ

ての負債を対象としております。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息

の支払額を利用しております。 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要な政策と位置付けており、利益の状況や将来の事業展開などを総合

的に勘案しながら、配当による利益還元（目標配当性向30％）を行ってまいる所存であります。 

 また、業界における環境の変化や競争の激化に耐え得る企業体質の強化並びに将来の積極的な事業展開に備えるた

めの内部留保の充実も図ってまいります。 

 当連結会計年度の配当につきましては、上記方針に基づき、１株当たり2,500円といたします。なお、平成24年３

月期の配当につきましては、同様に上記方針に基づき、当連結会計年度と同等の１株当たり2,500円を予想しており

ます。 

  平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期

自己資本比率（％）  65.8  65.9  69.3  70.0

時価ベースの自己資本比率（％）  41.1  28.7  39.7  40.2

キャッシュ・フロー対有利子負債比率(年)  －  3.5  8.9  5.4

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍)  －  16.6  5.4  11.4



 当社グループは、当社（株式会社カワムラサイクル）及び連結子会社３社（漳州立泰医療康復器材有限公司、厦門愛

泰康復器材有限公司、ランドウォーカー株式会社）で構成されております。 

 当社グループの事業は、車いす中心の福祉用具の製造販売であり、市場ニーズを的確に捉えた製品開発や営業活動を

行うよう努めております。当社が製品の企画・開発・設計及び小ロット生産と出荷検査、販売とアフターサービスを行

っております。子会社ランドウォーカー株式会社は、企画・開発と販売を行っております。量産設計・量産は生産子会

社である漳州立泰医療康復器材有限公司並びに厦門愛泰康復器材有限公司が行っております。 

当社グループの対象製品（対象ユーザー）は下記のとおりであります。 

 高齢者用 

標準車いす、ティルト・リクライニング車いすなどの特殊車いす、入浴用車いすなどの入浴補助用品、電動スク

ーター、歩行器、杖、特殊自転車など 

身体障害者用 

 オーダーメイド車いす、モジュール車いす、姿勢保持車いす、電動車いす、特殊自転車など 

病院・高齢者介護施設向け 

 各種車いす、ストレッチャーなど 

輸出用 

 海外福祉機器メーカーＯＥＭ（車いす、歩行器など）、特殊自転車など 

その他福祉用具 

              

 

２．企業集団の状況



(1）会社の経営の基本方針 

  当社は、製品の安全性の確保を最優先課題として「お客様第一主義」のもと、業界トップレベルの品質へのこだ

わりとサービス体制の構築を行ってまいりました。当社は、当社製品のエンドユーザーである高齢者や身体障害者

に明るく豊かな日常生活を送っていただくために、安全で使い勝手のよい様々な福祉用具を開発することにより、

自立支援やリハビリの道具であり日用生活用品である福祉用具の普及を広く進めてまいりたいと考えております。

(2）目標とする経営指標 

 当社グループは、株主資本を効率的に運用し、長期的に収益力の向上を図っていくことを目指しており、ＲＯＥ

（株主資本利益率）10％以上、売上高営業利益率10％以上を目標としております。 

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 当社グループは、市場ニーズや事業環境の変化を的確に捉え迅速に製品化を行うとともに安全で品質の高い製品

の開発体制を一層強化し、生産能力・開発能力を高め品質と効率の向上を図り、国際競争力の強化に努めてまいり

ます。 

 当社は、ＩＳＯ９００１（品質マネジメントシステム）・ＩＳＯ１４００１（環境マネジメントシステム）の統

合認証とＩＳＯ１３４８５（医療機器のおける品質マネジメントシステム）の認証を取得しており、子会社の漳州

立泰医療康復器材有限公司においては、ＩＳＯ９００１及びＩＳＯ１３４８５の認証を取得しております。さら

に、当社は、平成22年３月に標準車いすの製品規格、製品試験、製造工場における品質管理実施状況等の審査を経

て、福祉用具ＪＩＳ認証を取得いたしました。当社グループは、今後とも福祉用具ＪＩＳ認証工場に相応しい「安

全・安心」を確保するための品質管理体制を維持・向上してまいります。加えて、製品及び部品の安全性試験を充

実させ、毎月の試験結果に関する状況報告並びに「安全性試験報告書」の定期的な更新等を行い、複数の第三者機

関に定期報告等を行うことにより市場の信頼を獲得することに努めてまいります。漳州立泰医療康復器材有限公司

においては、ＩＳＯ１４００１の認証取得を目指し、当社グループ全体で有害物質を全面的に排除し、環境にやさ

しい製品作りを基本としてまいります。 

 また、当社グループは、高齢社会の進展に伴う福祉用具の需要の増加によって“ヒヤリハット”の報告が増加し

つつある中、駐車ブレーキの掛け忘れによって車いすがひとりでに動き出すことによる事故を防止するための新製

品を開発いたしました。今後は、高齢者市場や身体障害者市場を対象とするだけでなくリハビリや介護予防のため

の製品や健常者の健康維持や生活支援のための製品を幅広く開発してまいります。 

 これからの世界的な高齢社会に伴い、福祉用具に対するニーズはますます拡大し、福祉用具に対する認知度と期

待が一層高まっていくものと思われます。当社グループは、今後も特色のある製品を開発し、他社との差別化を図

り、世界的に市場深耕を図ってまいります。また、丁寧で迅速なアフターサービスのネットワークを構築すること

及び製品の安全性・品質に関する情報を常に顧客やエンドユーザーに向けて発信すること、具体的には顧客向け

「車いす保守整備講習会」を全国で開催することをはじめ、製品ごとの「取扱説明書」及び「サービスマニュア

ル」を適宜見直し、当社ホームページで無料公開し、サービスの充実に努めます。 

  

(4）会社の対処すべき課題 

①新製品開発と品質管理の強化 

 他社との差別化ができ競争力のある製品開発を行います。営業部門と開発部門が一体となって顧客現場を観察

し、分析的なアプローチを行うことで、顧客ニーズを掴んでまいります。 

 また、当社グループの中心的な生産拠点である漳州立泰康復器材有限公司は、技術力の向上と生産力を高め、更

なる品質の向上に努めてまいります。  

②製造原価の低減 

 製造原価の低減を図るため製造工程の見直しを行い生産効率を高めてまいります。また、仕入先の見直し等に取

り組み、材料費の低減を行います。 

③中国市場への販売 

 著しい経済成長とともに生活環境の変化が見られる中国では、車いすをはじめとする福祉用具市場全体の需要は

今後も拡大することが見込まれるため、中国市場における販売ネットワークを構築し収益を確保していまいりま

す。 

④人材の育成と確保 

 個人の短期的な成果のみを追求するのではなく、新たな能力の獲得や向上に対する個人のモチベーションを高め

る人事・評価制度の導入と改革を進めます。長期的には創造的な取組みができる人材を育成します。 

  

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

該当事項はありません。 

  

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,322,620 1,257,544

受取手形及び売掛金 648,730 701,645

有価証券 10,163 10,172

商品及び製品 356,106 365,099

仕掛品 98,737 137,982

原材料及び貯蔵品 352,626 355,611

繰延税金資産 27,079 34,634

その他 102,735 197,825

貸倒引当金 △1,324 △1,091

流動資産合計 2,917,477 3,059,423

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※  1,192,481 ※  1,168,970

減価償却累計額 △376,329 △413,661

建物及び構築物（純額） 816,152 755,308

機械装置及び運搬具 334,027 329,605

減価償却累計額 △164,523 △182,447

機械装置及び運搬具（純額） 169,504 147,158

土地 ※  1,028,166 ※  1,028,166

建設仮勘定 1,224 －

その他 145,077 152,326

減価償却累計額 △123,438 △130,941

その他（純額） 21,639 21,385

有形固定資産合計 2,036,687 1,952,018

無形固定資産   

のれん 40,403 －

その他 16,213 14,073

無形固定資産合計 56,616 14,073

投資その他の資産   

投資有価証券 15,626 15,480

繰延税金資産 14,436 16,528

その他 142,450 139,257

貸倒引当金 △17 △2,842

投資その他の資産合計 172,496 168,422

固定資産合計 2,265,801 2,134,514

資産合計 5,183,278 5,193,938



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 83,683 169,944

短期借入金 857,500 819,500

1年内返済予定の長期借入金 ※  72,212 ※  39,415

リース債務 18,663 18,659

未払法人税等 13,138 33,821

賞与引当金 42,248 49,341

デリバティブ負債 59,143 83,276

その他 109,224 127,354

流動負債合計 1,255,813 1,341,313

固定負債   

長期借入金 ※  74,475 ※  35,060

リース債務 62,086 37,392

退職給付引当金 36,110 41,865

デリバティブ負債 80,646 85,497

長期未払金 56,911 362

負ののれん 27,628 18,419

固定負債合計 337,857 218,597

負債合計 1,593,671 1,559,910

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,484,550 1,484,550

資本剰余金 1,516,900 1,516,900

利益剰余金 760,056 846,808

自己株式 △136,696 △136,696

株主資本合計 3,624,809 3,711,561

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 348 1,547

為替換算調整勘定 △35,555 △79,086

その他の包括利益累計額合計 △35,207 △77,538

少数株主持分 4 4

純資産合計 3,589,606 3,634,027

負債純資産合計 5,183,278 5,193,938



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 3,466,257 3,567,544

売上原価 ※1  1,923,729 ※1  1,790,442

売上総利益 1,542,528 1,777,101

販売費及び一般管理費   

運賃 167,861 175,235

報酬及び給料手当 433,013 483,068

賞与引当金繰入額 29,600 35,989

退職給付引当金繰入額 3,930 4,519

貸倒引当金繰入額 18 2,602

その他 ※2  625,494 ※2  667,355

販売費及び一般管理費合計 1,259,918 1,368,770

営業利益 282,609 408,331

営業外収益   

受取利息 1,029 618

受取配当金 228 226

受取家賃 3,279 4,084

デリバティブ評価益 11,816 －

負ののれん償却額 9,209 9,209

金型精算金受入 3,782 －

スクラップ売却益 － 4,248

その他 7,177 5,138

営業外収益合計 36,523 23,525

営業外費用   

支払利息 19,822 14,696

為替差損 126,213 137,962

デリバティブ評価損 － 28,983

その他 2,070 8,175

営業外費用合計 148,107 189,818

経常利益 171,025 242,038

特別利益   

貸倒引当金戻入額 267 －

投資有価証券売却益 1,838 －

特別利益合計 2,105 －

特別損失   

固定資産除却損 － ※3  1,892

のれん償却額 － 22,676

投資有価証券売却損 － 594

特別損失合計 － 25,163

税金等調整前当期純利益 173,131 216,875

法人税、住民税及び事業税 79,433 76,653

法人税等調整額 21,371 △10,467

法人税等合計 100,805 66,186

少数株主損益調整前当期純利益 － 150,689

少数株主利益又は少数株主損失（△） △7,254 5

当期純利益 79,580 150,683



（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 150,689

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － 1,199

為替換算調整勘定 － △43,530

その他の包括利益合計 － ※2  △42,330

包括利益 － ※1  108,358

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 108,353

少数株主に係る包括利益 － 5



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,484,550 1,484,550

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,484,550 1,484,550

資本剰余金   

前期末残高 1,516,900 1,516,900

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,516,900 1,516,900

利益剰余金   

前期末残高 745,073 760,056

当期変動額   

剰余金の配当 △64,597 △63,932

当期純利益 79,580 150,683

当期変動額合計 14,983 86,751

当期末残高 760,056 846,808

自己株式   

前期末残高 △118,000 △136,696

当期変動額   

自己株式の取得 △18,696 －

当期変動額合計 △18,696 －

当期末残高 △136,696 △136,696

株主資本合計   

前期末残高 3,628,523 3,624,809

当期変動額   

剰余金の配当 △64,597 △63,932

当期純利益 79,580 150,683

自己株式の取得 △18,696 －

当期変動額合計 △3,713 86,751

当期末残高 3,624,809 3,711,561



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △1,033 348

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,381 1,199

当期変動額合計 1,381 1,199

当期末残高 348 1,547

為替換算調整勘定   

前期末残高 △38,463 △35,555

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,907 △43,530

当期変動額合計 2,907 △43,530

当期末残高 △35,555 △79,086

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 △39,497 △35,207

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,289 △42,330

当期変動額合計 4,289 △42,330

当期末残高 △35,207 △77,538

少数株主持分   

前期末残高 7,316 4

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △7,311 0

当期変動額合計 △7,311 0

当期末残高 4 4

純資産合計   

前期末残高 3,596,341 3,589,606

当期変動額   

剰余金の配当 △64,597 △63,932

当期純利益 79,580 150,683

自己株式の取得 △18,696 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,021 △42,330

当期変動額合計 △6,735 44,421

当期末残高 3,589,606 3,634,027



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 173,131 216,875

減価償却費 90,508 85,712

のれん償却額 32,594 40,573

負ののれん償却額 △9,209 △9,209

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,180 2,593

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,831 7,092

退職給付引当金の増減額（△は減少） 5,316 5,755

受取利息及び受取配当金 △1,258 △845

支払利息 19,822 14,696

為替差損益（△は益） 360 7,359

デリバティブ評価損益（△は益） △11,816 28,983

固定資産除却損 － 1,892

投資有価証券売却損益（△は益） △1,838 594

役員退職慰労金の支払額 － △56,548

売上債権の増減額（△は増加） △7,534 △54,736

たな卸資産の増減額（△は増加） 151,402 △73,333

仕入債務の増減額（△は減少） △71,809 73,853

その他 △23,281 △57,669

小計 340,374 233,640

利息及び配当金の受取額 1,258 845

利息の支払額 △21,145 △14,521

法人税等の支払額 △207,255 △53,694

営業活動によるキャッシュ・フロー 113,232 166,269

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △147,654 △107,389

定期預金の払戻による収入 86,442 74,788

有形固定資産の取得による支出 △25,239 △25,950

無形固定資産の取得による支出 △5,331 △1,712

投資有価証券の取得による支出 △611 △647

投資有価証券の売却による収入 3,985 2,220

関係会社株式の取得による支出 △4,675 △175

出資金の払込による支出 △1,000 －

その他投資の取得による支出 △4,962 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △99,048 △58,865

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 143,500 △38,000

長期借入金の返済による支出 △154,200 △72,212

セール・アンド・リースバックによる収入 96,204 －

リース債務の返済による支出 △17,186 △18,440

自己株式の取得による支出 △18,696 －

配当金の支払額 △65,183 △64,607

財務活動によるキャッシュ・フロー △15,562 △193,259

現金及び現金同等物に係る換算差額 193 △11,812

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,185 △97,668

現金及び現金同等物の期首残高 1,229,423 1,228,238

現金及び現金同等物の期末残高 ※  1,228,238 ※  1,130,569



 該当事項はありません。  

  

  

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数  ３社 

連結子会社名 

 漳州立泰医療康復器材有限公司 

 厦門愛泰康復器材有限公司 

  ランドウォーカー株式会社 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法の適用対象となる関連会社等はあ

りません。 

同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の漳州立泰医療康復器材有限

公司、厦門愛泰康復器材有限公司及びラン

ドウォーカー株式会社の決算日は、12月31

日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たっては、同決

算日現在の財務諸表を使用しております。

ただし、１月１日から連結決算日３月31日

までの期間に発生した重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。

連結子会社の漳州立泰医療康復器材有限

公司及び厦門愛泰康復器材有限公司の決算

日は、12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たっては、同決

算日現在の財務諸表を使用しております。

ただし、１月１日から連結決算日３月31日

までの期間に発生した重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。

また、連結子会社のランドウォーカー株

式会社については、当連結会計年度より、

決算日を３月31日に変更したため、平成22

年１月１日から平成23年３月31日までの15

ヶ月間を連結しております。  

 この結果、営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益に与える影響は軽微で

あります。  

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

時価のないもの 

同左 

  ② デリバティブ 

  時価法を採用しております。 

② デリバティブ 

同左 

  ③ たな卸資産 

ａ 製品、商品、原材料、仕掛品 

 当社及び連結子会社は主として総平

均法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）を採用しております。

ただし、受注生産の製品・仕掛品は個

別法による原価法によっております。

③ たな卸資産 

ａ 製品、商品、原材料、仕掛品 

同左 



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  ｂ 貯蔵品 

 最終仕入原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）を採用しております。

ｂ 貯蔵品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

 当社及び国内連結子会社は定率法を、

また在外連結子会社は定額法を採用して

おります。 

 ただし、当社及び国内連結子会社は平

成10年４月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）は定額法によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は、以下のとおり

であります。 

建物及び構築物    ８～47年 

機械装置及び運搬具  ４～12年 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  ② 無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  ③ リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。

 なお、セール・アンド・リースバック

取引に係るリース資産は、自己所有の固

定資産に適用する減価償却方法と同一の

方法を採用しております。 

 また、リース資産88,421千円は機械装

置及び運搬具に含めて表示しておりま

す。 

③ リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。

 なお、セール・アンド・リースバック

取引に係るリース資産は、自己所有の固

定資産に適用する減価償却方法と同一の

方法を採用しております。 

 また、リース資産 千円は機械装

置及び運搬具に含めて表示しておりま

す。 

65,644

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、当

社は支給見込額のうち当期負担額を計上

しております。 

② 賞与引当金 

同左 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職金の支給に備えるため、

当社は当連結会計年度末における退職給

付債務を計上しております。 

 なお、退職給付引当金の対象従業員

が 300名未満であるため、簡便法によっ

ており、退職給付債務の金額は当連結会

計年度末自己都合要支給額としておりま

す。 

③ 退職給付引当金 

同左 

(4) 重要な外貨建の資産及

び負債の本邦通貨への

換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。なお、在

外子会社の資産及び負債は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、収益及び費

用は期中平均相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における為替換算調整

勘定に含めて計上しております。 

同左 

(5）その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜

方式によっております。また、控除対象外

消費税等については、当連結会計年度の負

担すべき期間費用として処理しておりま

す。ただし、固定資産に係る控除対象外消

費税等については、投資その他の資産の

「その他」に計上し、法人税法に規定する

期間（５年間）にわたり償却しておりま

す。 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

 のれん及び負ののれんの償却について

は、５年間の均等償却を行っております。

同左 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 



  

(7）表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

―――――― （連結損益計算書）  

 前連結会計年度において、「営業外収益」の「その

他」に含めて表示しておりました「スクラップ売却益」

は重要性が増加したため、当連結会計年度では区分掲記

することとしました。なお、前連結会計年度の「営業外

収益」の「その他」に含まれる「スクラップ売却益」は

3,134千円であります。 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第

22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する

内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適

用により、当連結会計年度では、「少数株主損益調整前

四半期純利益」の科目で表示しております。 

（連結キャッシュ・フロー計算書）  

 前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシ

ュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりました

「役員退職慰労金の支払額」は重要性が増加したため、

当連結会計年度では区分掲記することとしました。な

お、前連結会計年度の「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「その他」に含まれる「役員退職慰労金の支払

額」は1,225千円であります。 

(8）追加情報

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

―――――― 当前連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第25号 平成22年6月30日）を

適用しております。ただし、「その他の包括利益累計

額」及び、「その他の包括利益累計額合計」の前連結会

計年度の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換

算差額等合計」の金額を記載しております。 



  

(9）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

※  担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

※  担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物 千円565,931

土地  913,594

計  1,479,526

建物 千円541,406

土地  913,594

計  1,455,001

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。 

  

１年内返済予定の長期借入金 千円72,212

長期借入金  74,475

計  146,687

  

１年内返済予定の長期借入金 千円39,415

長期借入金  35,060

計  74,475

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に

含まれております。 

      6,520千円 

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に

含まれております。 

       千円 13,296

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は68,564千円で

あります。 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は 千円で

あります。 

80,470

―――――― ※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

     建物及び構築物            千円 1,892

（連結包括利益計算書関係）

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

親会社株主に係る包括利益 千円83,870

少数株主に係る包括利益  △7,254

計  76,615

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

その他有価証券評価差額金 千円1,381

為替換算調整勘定  2,907

計  4,289



前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加266株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末

株式数 
（株） 

当連結会計年度 
増加株式数 
（株） 

当連結会計年度 
減少株式数 
（株） 

当連結会計年度末
株式数 
（株） 

発行済株式         

普通株式  27,200  ―  ―  27,200

合計  27,200  ―  ―  27,200

自己株式                        

普通株式 （注）  1,361  266  ―  1,627

合計  1,361  266  ―  1,627

  
決議 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年５月15日 

取締役会 
普通株式  64,597  2,500 平成21年３月31日 平成21年６月11日 

  
決議 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年５月14日 

取締役会 
普通株式  63,932 利益剰余金  2,500 平成22年３月31日 平成22年６月14日



当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  
前連結会計年度末

株式数 
（株） 

当連結会計年度 
増加株式数 
（株） 

当連結会計年度 
減少株式数 
（株） 

当連結会計年度末
株式数 
（株） 

発行済株式         

普通株式  27,200       ―  ―  27,200

合計  27,200  ―  ―  27,200

自己株式                        

普通株式  1,627  ―  ―  1,627

合計  1,627  ―  ―  1,627

  
決議 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年５月14日 

取締役会 
普通株式  63,932  2,500 平成22年３月31日 平成22年６月14日 

  
決議 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年５月２日 

取締役会 
普通株式  63,932 利益剰余金  2,500 平成23年３月31日 平成23年６月９日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日） 

※  現金及び現金同等物期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成22年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 千円1,322,620

有価証券勘定  10,163

預金期間が３か月 

を超える定期預金 
 △104,546

現金及び現金同等物  1,228,238

※  現金及び現金同等物期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成23年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 千円1,257,544

有価証券勘定  10,172

預金期間が３か月 

を超える定期預金 
 △137,147

現金及び現金同等物  1,130,569

    

    



１．報告セグメントの概要 

前連結会計年度（自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日）及び 

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。 

 当社グループは、主に車いす等を生産・販売しており、国内においては当社及びランドウォーカー株式会社

が、中国においては漳州立泰医療康復器材有限公司及び厦門愛泰康復器材有限公司が、それぞれ担当しておりま

す。現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり、取り扱う製品について包括的な戦略を立案し、事業活動を展

開しております。 

 したがって、当社グループは、生産・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日

本」及び「中国」の２つを報告セグメントとしております。  

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

前連結会計年度（自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日）及び 

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。 

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。  

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日） 

  

（セグメント情報等）

セグメント情報

（単位：千円）

  日本 中国 合計 

売上高                  

外部顧客への売上高  3,449,630  16,627  3,466,257

セグメント間の内部売上高又は振替高 －  1,013,551  1,013,551

計  3,449,630  1,030,178  4,479,809

セグメント利益  319,252  3,415  322,668

セグメント資産  5,183,642  729,203  5,912,845

その他の項目  

 減価償却費  48,303  42,204  90,508

 有形固定資産及び無形固定資産の増加額  24,674  28,217  52,891



当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

  

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項） 

     

  

   

（追加情報） 

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月

21日）を適用しております。    

（単位：千円）

  日本 中国 合計 

売上高                  

外部顧客への売上高  3,554,656  12,887  3,567,544

セグメント間の内部売上高又は振替高 －  1,109,699  1,109,699

計  3,554,656  1,122,587  4,677,243

セグメント利益  326,785  104,715  431,500

セグメント資産  5,129,900  799,531  5,929,431

その他の項目  

 減価償却費  45,634  40,078  85,712

 有形固定資産及び無形固定資産の増加額  13,631  21,753  35,385

（単位：千円）

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度 

報告セグメント計  4,479,809  4,677,243

セグメント間取引消去  △1,013,551  △1,109,699

連結財務諸表の売上高  3,466,257  3,567,544

（単位：千円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度 

報告セグメント計  322,668  431,500

セグメント間取引消去  △7,445  △4,891

のれんの償却額  △32,594  △17,897

棚卸資産の調整額  △20,106  △1,340

その他の調整額   20,088  960

連結財務諸表の営業利益  282,609  408,331

（単位：千円）

資産 前連結会計年度 当連結会計年度 

報告セグメント計  5,912,845  5,929,431

全社資産   115,626  115,480

棚卸資産の調整額  △22,415  △20,588

のれん  40,403  －

セグメント間取引消去  △863,181  △830,384

連結財務諸表の資産合計  5,183,278  5,193,938



（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

  

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

  

  

繰延税金資産（流動）     

賞与引当金  17,165 千円 

 その他  9,913     

繰延税金資産（流動）  27,079     

   

繰延税金資産（固定） 

      

貸倒引当金繰入限度超過額  3     

退職給付引当金  14,671     

長期未払金  23,123     

繰越欠損金   84,303     

 小計  122,101     

評価性引当額  △107,426     

繰延税金資産（固定）  14,675     

繰延税金負債（固定）      

有価証券評価差額  238     

繰延税金負債（固定）  238     

繰延税金資産（固定）の純額  14,436     

  

繰延税金資産（流動）     

賞与引当金  20,047 千円 

 その他  14,587     

繰延税金資産（流動）  34,634     

   

繰延税金資産（固定） 

      

貸倒引当金繰入限度超過額  577     

退職給付引当金  17,010     

長期未払金  147     

繰越欠損金   67,150     

 小計  84,885     

評価性引当額  △67,298     

繰延税金資産（固定）  17,587     

繰延税金負債（固定）      

有価証券評価差額  1,059     

繰延税金負債（固定）  1,059     

繰延税金資産（固定）の純額  16,528     

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

  

法定実効税率 ％40.6   

(調整)     

交際費等永久に損金に算入

されない項目 ％1.0

  

住民税均等割額 ％4.9   

評価性引当額の増減 ％13.1   

のれん償却額 ％5.5   

連結修正 ％△5.6   

その他 ％△1.3   

税効果会計適用後の法人税

等の負担率 ％58.2

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

  

法定実効税率 ％40.6   

(調整)     

交際費等永久に損金に算入

されない項目 ％1.2

  

住民税均等割額 ％3.9   

評価性引当額の増減 ％△21.1   

のれん償却額 ％5.9   

連結修正 ％0.2   

その他 ％△0.2   

税効果会計適用後の法人税

等の負担率 ％30.5

  



前連結会計年度（平成22年３月31日） 

  ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引  

   通貨関連      

（注）１．時価の算定方法 

期末時価は、当該契約を締結している取引金融機関から提示された価格によっております。 

２．通貨オプション取引は、売建・買建オプション料を相殺するゼロコストオプション取引であり、オプション料

は発生しておりません。 

  

当連結会計年度（平成23年３月31日） 

  ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引  

   通貨関連      

（注）１．時価の算定方法 

期末時価は、当該契約を締結している取引金融機関から提示された価格によっております。 

２．通貨オプション取引は、売建・買建オプション料を相殺するゼロコストオプション取引であり、オプション料

は発生しておりません。 

   

（デリバティブ取引関係）

区 
分 

取引の種類 契約額等（千円）
契約額等のうち 
１年超（千円） 

時価（千円） 評価損益（千円）

市 

場 

取 

引 

以 

外 

の 

取 

引 

通貨オプション取引         

売建         

米ドル  2,139,920  1,283,952  △184,469  △184,469

買建         

米ドル  1,209,520  641,976  44,679  44,679

合計  ―  ―  ―  △139,790

区 
分 

取引の種類 契約額等（千円）
契約額等のうち 
１年超（千円） 

時価（千円） 評価損益（千円）

市 

場 

取 

引 

以 

外 

の 

取 

引 

通貨オプション取引         

売建         

米ドル  1,147,470  548,790  △175,944  △175,944

買建         

米ドル  573,735  274,395  7,170  7,170

合計  ―  ―  ―  △168,774



 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

 リース取引、関連当事者情報、金融商品、有価証券、退職給付に関する注記事項につきましては、決算短信に

おける開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略いたしております。  

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭140,366 88

１株当たり当期純利益金額 円 銭3,096 76

１株当たり純資産額 円 銭142,103 90

１株当たり当期純利益金額 円 銭5,892 31

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当期純利益（千円）  79,580  150,683

普通株主に帰属しない金額（千円）  ―  ―

普通株式に係る当期純利益（千円）  79,580  150,683

期中平均株式数（株）  25,698  25,573

（重要な後発事象）

（開示の省略）



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,246,842 1,200,091

受取手形 194,903 197,354

売掛金 449,599 497,962

有価証券 10,163 10,172

商品及び製品 299,811 347,097

仕掛品 16,963 18,706

原材料及び貯蔵品 230,243 221,104

前渡金 80,804 24,269

前払費用 9,513 11,017

繰延税金資産 23,384 27,771

その他 50,261 63,363

貸倒引当金 △1,324 △1,091

流動資産合計 2,611,167 2,617,819

固定資産   

有形固定資産   

建物 848,858 852,670

減価償却累計額 △282,926 △311,264

建物（純額） 565,931 541,406

構築物 34,862 34,862

減価償却累計額 △29,190 △30,282

構築物（純額） 5,672 4,579

機械及び装置 77,637 77,957

減価償却累計額 △49,361 △55,335

機械及び装置（純額） 28,276 22,621

車輌及び運搬具 9,035 9,035

減価償却累計額 △7,794 △8,449

車輌及び運搬具（純額） 1,241 586

工具、器具及び備品 121,677 128,934

減価償却累計額 △108,295 △114,348

工具、器具及び備品（純額） 13,381 14,586

土地 1,028,166 1,028,166

有形固定資産合計 1,642,670 1,611,947

無形固定資産   

特許権 2,561 1,906

商標権 4,722 4,246

ソフトウエア 2,123 3,162

その他 721 668

無形固定資産合計 10,128 9,983



（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 15,626 15,480

関係会社株式 94,275 430

出資金 1,535 1,530

関係会社出資金 656,890 656,890

関係会社長期貸付金 180,125 160,978

長期預金 100,000 100,000

破産更生債権等 17 2,842

長期前払費用 8,750 7,500

繰延税金資産 14,436 16,528

その他 2,158 1,738

貸倒引当金 △17 △2,842

投資その他の資産合計 1,073,796 961,076

固定資産合計 2,726,596 2,583,007

資産合計 5,337,763 5,200,827

負債の部   

流動負債   

支払手形 11,062 7,954

買掛金 47,986 53,182

短期借入金 797,500 759,500

1年内返済予定の長期借入金 72,212 39,415

未払金 51,954 72,856

未払費用 34,148 35,441

未払法人税等 10,555 22,437

預り金 4,626 3,824

賞与引当金 42,248 49,341

デリバティブ負債 59,143 83,276

その他 10,908 6,381

流動負債合計 1,142,347 1,133,611

固定負債   

長期借入金 74,475 35,060

退職給付引当金 36,110 41,865

デリバティブ負債 80,646 85,497

長期未払金 56,911 362

固定負債合計 248,143 162,786

負債合計 1,390,490 1,296,397



（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,484,550 1,484,550

資本剰余金   

資本準備金 1,516,900 1,516,900

資本剰余金合計 1,516,900 1,516,900

利益剰余金   

利益準備金 1,300 1,300

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 1,080,872 1,036,828

利益剰余金合計 1,082,172 1,038,128

自己株式 △136,696 △136,696

株主資本合計 3,946,925 3,902,881

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 348 1,547

評価・換算差額等合計 348 1,547

純資産合計 3,947,273 3,904,429

負債純資産合計 5,337,763 5,200,827



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高   

製品売上高 3,353,151 3,432,005

商品売上高 57,464 60,472

売上高合計 3,410,616 3,492,478

売上原価   

製品売上原価   

製品期首たな卸高 297,905 292,526

当期製品製造原価 307,901 354,678

当期製品仕入高 1,308,079 1,428,655

他勘定受入高 296,592 151,569

合計 2,210,478 2,227,429

製品期末たな卸高 292,526 340,983

製品売上原価 1,917,952 1,886,445

商品売上原価   

商品期首たな卸高 8,997 7,285

当期商品仕入高 37,276 39,864

合計 46,274 47,150

商品期末たな卸高 7,285 6,113

商品売上原価 38,988 41,036

売上原価合計 1,956,941 1,927,482

売上総利益 1,453,675 1,564,996

販売費及び一般管理費   

運賃 156,531 164,424

荷造費 17,176 20,136

広告宣伝費 29,532 35,732

支払手数料 74,207 102,463

報酬及び給料手当 402,757 450,530

賞与引当金繰入額 29,600 35,989

法定福利費 58,788 67,542

退職給付引当金繰入額 3,930 4,519

租税公課 70,157 70,921

研究開発費 63,754 79,991

減価償却費 30,880 32,048

貸倒引当金繰入額 18 2,602

その他 174,060 168,208

販売費及び一般管理費合計 1,111,397 1,235,110

営業利益 342,278 329,886



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業外収益   

受取利息 6,288 5,391

受取配当金 228 226

受取家賃 3,279 4,084

デリバティブ評価益 11,816 －

金型精算金受入 3,782 －

その他 3,742 5,336

営業外収益合計 29,138 15,038

営業外費用   

支払利息 9,674 6,802

為替差損 132,021 143,524

デリバティブ評価損 － 28,983

その他 1,051 5,513

営業外費用合計 142,747 184,824

経常利益 228,669 160,100

特別利益   

投資有価証券売却益 1,838 －

貸倒引当金戻入額 267 －

特別利益合計 2,105 －

特別損失   

投資有価証券売却損 － 594

関係会社株式評価損 － 94,019

特別損失合計 － 94,613

税引前当期純利益 230,774 65,486

法人税、住民税及び事業税 75,736 52,897

法人税等調整額 25,066 △7,299

法人税等合計 100,803 45,598

当期純利益 129,971 19,888



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,484,550 1,484,550

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,484,550 1,484,550

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,516,900 1,516,900

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,516,900 1,516,900

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 1,300 1,300

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,300 1,300

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 1,015,498 1,080,872

当期変動額   

剰余金の配当 △64,597 △63,932

当期純利益 129,971 19,888

当期変動額合計 65,374 △44,044

当期末残高 1,080,872 1,036,828

自己株式   

前期末残高 △118,000 △136,696

当期変動額   

自己株式の取得 △18,696 －

当期変動額合計 △18,696 －

当期末残高 △136,696 △136,696

株主資本合計   

前期末残高 3,900,247 3,946,925

当期変動額   

剰余金の配当 △64,597 △63,932

当期純利益 129,971 19,888

自己株式の取得 △18,696 －

当期変動額合計 46,678 △44,044

当期末残高 3,946,925 3,902,881



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △1,033 348

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,381 1,199

当期変動額合計 1,381 1,199

当期末残高 348 1,547

純資産合計   

前期末残高 3,899,213 3,947,273

当期変動額   

剰余金の配当 △64,597 △63,932

当期純利益 129,971 19,888

自己株式の取得 △18,696 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,381 1,199

当期変動額合計 48,060 △42,844

当期末残高 3,947,273 3,904,429
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